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ABSTRACT
　This paper considers the importance of advances in industrial structure for 
regional economies.  A quantitative analysis follows of the effect that air transport 
network service levels have on the concentration of high-tech industry in the 
surrounding area, along with a discussion of optimal approaches to using airports 
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在では 1％程度となっている。金属製品は 1970 年代中盤までシェアを拡大し
たが，その後は縮小してきた。一方，機械機器のシェアは急激に拡大し，1970




注： 2007 年から商品の分類方法が変わっており，2008 年は輸送用機器が 25％，一般機械が







　わが国の面積は世界の 0.3％であり，世界第 60 位前後だが，2008 年の GDP
では世界の約 8％（4.9 兆ドル）を占め，世界第 2 位となっている。このよう
な経済力の源泉は「ものづくり」で生み出される付加価値である。例えばオー
















　X 財は高度技術商品，Y 財はより高度な技術集約型商品である。例えば X 財
がブラウン管カラーテレビとすれば，Y 財は液晶テレビやプラズマテレビであ
る。P は生産費，Q は生産量，NE は純輸出すなわち輸出－輸入である。
　ある時，X 財が日本で開発されたとする。開発されてから t1 の時点までは，
技術開発国たる日本の少数の国内企業が，独占的に生産し，販売する。この時
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の生産費は XP1，生産量は XQ1 であるが，全量が国内市場向けであって，輸出
はなされない。このような時期を「新技術の生成期」という。
　時が経つにつれて（t1 の時点～ t3 の時点），他の国内企業が生産・販売を始
めるようになる。続いて，比較的高い技術力を持つ後続の国々（例えば韓国や
台湾）が生産・販売を開始し，生産量は XQ1 から XQ2 方向へと拡大してくる。
この時，大量生産による規模の経済効果が働いて，生産費は XP1 から XP2 方













は，さらに高度な技術集約型商品 Y を開発し，生産を増やすが，おそらく Y
財も X 財と同様の道をたどることとなるだろう。
　より具体的な例を示そう。図 3 のように，わが国は 1990 年代前半までカ
図 3　高度化する日本の輸出産業 : カラーテレビの例
出所 : 財務省「貿易統計」より作成。
　注 :1994 年までは液晶やプラズマ等のデータがない。































のシェアを占め，航空化率は 97％を越えている。半導体等電子部品の 2006 年
度の輸出入金額は 2002 年度比 1.33 倍（輸出），1.50 倍（輸入）と大幅な増加
を示している。一方で，パソコン等の事務用機器の航空化率は輸出で約 4 割，















食料品 31,190 0.1 8.3
繊維及び同製品 142,763 0.6 14.3
　織物 68,875 0.3 14.9
　衣類 26,413 0.1 45.7
化学製品 1,846,508 8.0 26.4
　医薬品 307,774 1.3 82.1
非金属鉱物製品 256,346 1.1 29.2
　真珠 30,868 0.1 96.4
金属及び同製品 511,903 2.2 8.5
　金属製品 250,068 1.1 23.8
機械機器 15,912,167 68.7 30.0
　事務用機器 1,122,217 4.8 39.8
　映像機器 1,371,423 5.9 79.4
　音響機器 25,235 0.1 28.3
　半導体等電子部品 4,602,702 19.9 90.9
　電気計測機器 653,497 2.8 50.8
　航空機 78,450 0.3 29.6
　科学光学機器 1,559,215 6.7 67.1
　時計 71.230 0.3 67.4
その他 4,453,241 19.2 48.5







食料品 283,653 1.6 4.9
　生きた動物 26,168 0.1 86.1
原料及び燃料 92,867 0.5 0.4
　工業用ダイヤモンド 7,050 0.0 93.0
化学製品 2,014,383 11.4 39.6
　医薬品 890,061 5.0 87.0
機械機器 11,284,310 64.0 58.0
　航空機用内燃機関 439,490 2.5 97.0
　事務用機器 1,779,093 10.1 59.9
　音響・映像機器 745,519 4.2 49.5
　半導体等電子部品 2,817,843 16.0 97.1
　電機計測機器 517,650 2.9 85.2
　航空機 620,897 3.5 97.8
　科学光学機器 1,233,939 7.0 69.5
　時計 226,846 1.3 86.5
その他 3,950,949 22.4 27.0
　ダイヤモンド 115,001 0.7 99.6
　貴石及び半貴石 19,758 0.1 93.4
　非鉄金属 667,435 3.8 28.7
　金属製品 152,179 0.9 16.5
計 17,626,162 100.0 25.8
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たり，速度重視のため金銭的コストは問わないものである。船舶は速力が 4 ～
20 数ノット（時速約 7 ～ 40km），1 トンキロあたりの輸送コストは 2 ～ 20 円
である。一方，航空機は速力が 180 ～ 450 ノット以上（時速約 350 ～ 850km




。ドア・ツー・ドアの輸送時間で比較すると，航空輸送は 3 ～ 4 日















時間，陸上輸送が 74 時間，航空輸送が 29 時間であった。一方，輸送コスト
（40 フィートコンテナ換算または 30 トン単位，陸路は片荷前提，空路は比較















が遭遇した死亡事故件数は，1 億飛行キロあたり 0.03 件 
（7）
となっている。つま




















は IC の生産を意味し，アイランドは九州のことである。「多数の IC 工場の九
州への進出の理由として，労働力や水がよくあげられるが，それらは必要であ
るとはいえ，九州以外にも存在する。当時の九州に特有の誘因は，空港群の存


























事業所数（従業員 4 人以上）は，2000 年には
91，280 となり，2005 年には 77，855 にまで減り 
（13）
，同期間にハイテク製造業従























において，製造業の単純平均値を 1991 年・2000 年の両年ともに上回っている。研究開発
集約度のデータは経済産業省「企業活動基本調査報告書」から得た。
（13）平成 16 年の 75,559 事業所が底であった。出典は経済産業省「工業統計表」。
（14）りんくうタウンの事例については辻本（2002）を参照されたい。
（15）Kenneth Button et al. （1999）。
（16）この章は，1990 年と 2000 年のデータを用いた辻本（2008）に，2004 年のデータを加
えて再構成したものである。











南河内，大阪の 5 地区があり，京都府には北部，中部，南部の 3 地区，和歌山
県には紀北臨海，紀北，田辺周辺の 3 地区，兵庫県には 7 地区，滋賀県に 5 地
区，奈良県に 2 地区がある。
　本稿では，工業地区別のハイテク製造業事業所の 1990 年から 1992 年までの
増減数を被説明変数とするモデルを「1990 年モデル」，2000 年から 2002 年ま
での増減数を被説明変数とするモデルを「2000 年モデル」，2004 年から 2006
年までの増減数を被説明変数とするモデルを「2004 年モデル」としている。
これらのうち，「2004 年モデル」については，いわゆる「平成の市町村大合併」
により，2004 年から 2006 年にかけて 106 の工業地区において範囲の変更がな
されたため，分析対象とする工業地区を 130 地区（236 地区 -106 地区 =130 地




業事業者数の増減数である。1990 年モデルでは 1990 年 12 月から 2 年間の増
減を，2000 年モデルでは 2000 年 12 月から 2 年間の増減を，2004 年モデルで







　説明変数は，表 2 のように大きく 6 つに分類した。これらのうち航空ネッ
表 2　用いた変数とデータの出所等
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トワーク水準に関する 4 つの変数（INTR，INTF，ROU，FLI）は，各工業地
















































　まず「2000 年モデル」について，適用する航空網変数を 4 通り設定し，そ




　6 つのモデルの自由度調整済決定係数（R2）は 0.731 ～ 0.815 の範囲内にあ
り，分析の精度はおおむね良好であると考えられる。VIF の最高値は 2000 年
国内・国際便数モデルにおける LPSQ の 2.672 であり，これら 6 モデルにおけ
る多重共線性の可能性は低いものと考えられる。
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　いずれのモデルにおいても，住宅地平均価格の二乗（LPSQ）の t 値が飛び
抜けて高く，工業（場）等制限法による規制の有無（LIMD）の t 値がそれ
に次いで高い。ただし，1990 年モデルと 2000 年モデルにおいては，LPSQ，
LIMD ともに符号がマイナスとなっているのに対し，2004 年モデルではいず
れもプラスに転換している。このことから，1990 年からの 2 年間や，2000 年
からの 2 年間においては，地価の高い工業地区や，工業（場）等制限法の対
象となる工業地区で，ハイテク製造業事業所数の減少が見られたものの，2004
年からの 2 年間では逆に地価の高い工業地区や，2002 年まで工業（場）等制
限法の対象となっていた工業地区においてハイテク製造業事業所数の有意な増







変数（FLI と INTF）の t 値が有意な水準にない。これに対し，2000 年モデル




につき，2 年間でハイテク製造業 1 事業所の増となっていたものと考えられる。
また，1990 年モデルや 2004 年モデルの ROU の t 値は有意な水準にないこと
から，1990 年代初頭や，2004 年代中盤には国際・国内定期路線数とハイテク
製造業集積との間に有意な関係はなかったものと考えられる。
　NGOD の t 値は有意な水準にないが，プラスであり，2005 年 2 月の中部国
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　本章では，わが国の 236 の工業地区を分析単位として，1990 年代初頭（1990
年から 92 年），2000 年代初頭（2000 年から 02 年）および 2000 年代中盤（2004
年から 06 年）の 3 時点について，ハイテク製造業事業所数の増減を被説明変
数とする重回帰分析を行った。その結果，次のことが分かった。
　1）1990 年代初頭，2000 年代初頭および 2000 年代中盤において，わが国の
工業地区におけるハイテク製造業事業所数の増減に最も大きく影響したのは地
価であり，これに次ぐのが工業（場）等制限法による立地規制である。




　3）2000 年代初頭においては，半径 100km 圏内の空港からの定期国際・国
内航空路線数の多さが，ハイテク製造業事業所数の増加に有意に寄与してい
る。
　4）1990 年代初頭および 2000 年代中盤においては，半径 100km 圏内の空港
からの定期国際・国内航空路線数と，ハイテク製造業事業所の増減との間に有
意な関係を見いだすことはできなかった。
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た。ただし，有意ではないものの，中部国際空港ダミーの係数の符号はプラス
となっている。
　以上の分析から，わが国では 2000 年代初頭において，100km 圏内に位置す
る空港の路線数の多さが，工業地区へのハイテク製造業集積の増加に有意に寄





（）内は t 値。***，**，* はそれぞれ 1％，5％，10％水準で有意。
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5．これからの臨空型地域開発





バス社は 2028 年の世界の航空貨物量を 2008 年の 3 倍と予測している 
（21）
。


































































出所 : 国土交通省航空局監修『数字でみる航空 2009』より作成。
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